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新開発銀行(BRICS銀行)はルセフ総裁の続投を決定 

 ～既存システムに代わる越境決済システムなど米ドルを介さない取引が一段と後押しされる可能性も～ 
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（要旨） 

• 主要新興国の集まりである BRICS の枠組による開発金融機関である新開発銀行(BRICS 銀行)は､7 月に

任期満了を迎えるルセフ総裁の続投を決定した｡世界経済の分断が進む一方､世界における主要先進国

の影響力が低下するなか､新興国の間では BRICS に対する求心力が高まっている模様である｡同行はル

セフ氏の下で被支援国通貨建での融資により米ドルなど主要通貨を介さない形での支援に動くなど､デリ

スキングの手段となる動きをみせてきた｡さらに､共通通貨構想や既存システムを回避した新たな越境決済

システムの構築を目指しており､ここ数年の米ドル高による苦境に直面する多くの新興国にとっての救い

の手を模索してきた｡米トランプ政権はこうした動きに関税の脅しを掛ける姿勢をみせるが､ルセフ氏の続

投により一段と後押しされる可能性は高まっている｡米トランプ政権の動きが世界経済の混乱や新興国の

間で反発を招く動きもみられるなか､BRICSや同行の動きにこれまで以上に注意を払う必要性は高い｡ 

 

このところの世界を巡っては、世界経済に占める主要先進国の割合が５割を下回るなど存在感の低下

が進むとともに、政治面でも影響力の低下が避けられなくなっている。こうしたなか、いわゆる「グロ

ーバルサウス」と称される新興国に対する注目が集まるとともに、新興国の間ではここ数年『新興国の

雄』として存在感を高めてきたＢＲＩＣＳに求心力が強まっている。2023年の首脳会議では６ヶ国（ア

ルゼンチン、エジプト、イラン、エチオピア、サウジアラビア、ＵＡＥ（アラブ首長国連邦））が翌 24

年１月に加盟することで合意した（注１）。昨年の首脳会議でも 13ヶ国（トルコ、カザフスタン、ウズ

ベキスタン、アルジェリア、ベラルーシ、ボリビア、キューバ、インドネシア、マレーシア、ナイジェ

リア、タイ、ウガンダ、ベトナム）を『パートナー国』とするなど（注２）、加盟国拡大に向けた動きが

前進してきた。なお、2024年に加盟が認められた６ヶ国のうちアルゼンチンは政権交代を理由に加盟を

辞退したほか、サウジアラビアも依然国内での承認手続きを留保している。一方、昨年パートナー国と

なったインドネシアは今年１月に正式に加盟しており（注３）、現時点では計 10ヶ国となっている。 

なお、ＢＲＩＣＳは原加盟４ヶ国（ブラジル（Ｂ）、ロシア（Ｒ）、インド（Ｉ）、中国（Ｃ））の集ま

りとして発足するとともに、2011年に南アフリカ（Ｓ）が加わった後は長らく５ヶ国による枠組として

存在してきた。他方、５ヶ国は 2014年に枠組による開発金融機関である新開発銀行（いわゆるＢＲＩＣ

 

注１ 2023年８月 25日付レポート「BRICSが加盟国拡大で合意､｢BRICSプラス｣は 11ヶ国の大所帯に」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/273663.html） 

注２ 2024年 10月 25日付レポート「｢ロシアによる｣BRICS首脳会議は同床異夢の様相を強める」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/387599.html） 

注３ １月７日付レポート「インドネシアが BRICSに正式加盟､東南アジア初の加盟国に」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/403813.html） 
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Ｓ銀行）を共同出資により設立するなど、枠組としての結束強化や経済支援に向けた取り組みを強化さ

せてきた。さらに、同行には 2021年にバングラデシュ、ＵＡＥ、ウルグアイ、エジプトの４ヶ国、昨年

にもＢＲＩＣＳ拡大に際して加盟したアルジェリアが加わるなど、支援対象を拡大させる動きがみられ

た。同行は上海に本部を置く一方、総裁人事を巡っては加盟国が輪番で選出する形が採られており、初

代総裁はインドのカマート氏、２代目総裁はブラジルのトロイホ氏が務めた。しかし、トロイホ氏は任

期途中の一昨年３月に退任し、残りの任期を同じブラジルのルセフ元大統領が務めてきた。この背景に

は、同国のルラ大統領の考えが色濃く影響しているとみられ、同氏は『反米』姿勢を隠さず、貿易決済

面での米ドル依存の回避を目指しており、同氏の懐刀であるルセフ氏を送り込んだとみられる。 

事実、ルセフ氏の下で同行は融資を被支援国通貨建で実施する方針を呼びかけるなど、多くの開発金

融機関が米ドルやユーロといった主要通貨建で支援を行うとともに、国際貿易の決済でも主要通貨が大

宗を占めるなかで、そうした流れに『風穴』を開けようとしている模様である。さらに、このところの

世界経済は米中摩擦に加え、コロナ禍やウクライナ戦争なども重なる形でＢＲＩＣＳに加わる中ロと欧

米などとの間で分断の動きが広がるなか、ＢＲＩＣＳは同行を『デリスキング（リスク低減）』の手段と

して用いることを模索している様子がうかがえる。その後もＢＲＩＣＳとしての共通通貨構想を打ち出

すとともに、米ドルに代わる決済手段に関連して既存システムを回避する形で相互に貿易を可能とする

共通の越境決済システムの構築を目指す方針を明らかにするなど、ここ数年の米ドル高を受けた自国通

貨安という苦境に直面する多くの新興国にとって『救いの手』を差し伸べる考えをみせてきた。他方、

米トランプ大統領はこうした動きに対して関税賦課に言及するなど『脅し』を掛ける姿勢をみせ、新た

な対立の構図となることが懸念される動きもみられた。 

こうしたなか、同行は今年７月に任期満了を迎えるルセフ氏について、総裁を続投することを明らか

にした。上述したように総裁は加盟国が輪番で決定するなか、次期総裁を選出するロシアのプーチン大

統領がルセフ氏の続投を支持したとしている。これは、ウクライナ戦争をきっかけに欧米などがロシア

に対する経済制裁に動いており、多数のロシア高官もその対象となるなか、仮にプーチン氏に近いロシ

ア高官が次期総裁に就任すれば、欧米などの経済制裁の余波が同行の業務に悪影響を与えることを回避

したいとの思惑がうかがえる。他方、上述のようにルセフ氏はルラ氏の意向に沿った動きをみせるとと

もに、既存システムに代わる貿易決済システムの構築というロシアにとって欧米などの経済制裁の『抜

け穴』となる動きを目指していることも、同氏の続投を後押しする一因になったとみられる。 

足元においては、米国とロシアの間でウクライナ戦争の停戦に関する協議が行われるなど、事態が変

化する可能性は出ている。しかし、仮に協議が大きな前進をみない展開が続いたとしても、ロシアにと

っては様々な形で欧米などの制裁を回避する手段が構築される動きがみられる。ＢＲＩＣＳはそうした

装置のひとつとなっている。米トランプ政権の動きが世界経済をかき回すなか、新興国の間では米国へ

の反発とともに、ＢＲＩＣＳへの求心力が高まることも予想されるなか、今後の同行やＢＲＩＣＳを巡

る動きに注意を払う必要性が高まっている。 

以 上 


